
事業概要（地方大学・地域産業創生交付金）
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目的

期間

産業振興 ：若者を惹きつける地域産業・若者雇用の創出

大学改革 ：地方創生に貢献する地方大学づくり

計画期間 ：開始年度～10年間

国費支援期間 ：開始年度～ ５年間（６年度目以降は自走期間）

対象

予算

地方公共団体：都道府県、市区町村（共同申請可能）等

大学 ：地域に拠点があれば、国立・公立・私立のいずれも可

企業 ：地域で研究開発成果の事業化・産業化を担う企業

R4予算案 ：72億円（R3：72.5億円；内閣府計上分）

国費目安 ：５千万円～７億円／年（補助率：1/2, 2/3, 3/4）

経費
大学・企業・公設試での大学改革、研究開発、人材育成、事務局・会議運営費等
（人件費、謝金・旅費、環境整備、スタートアップ支援、地域・製品ブランディング、計画検証の調査費、等）

申請者

間接補助事業者

間接補助事業者

特定分野に強み
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背景認識（地方創生における特定分野に強みを持つ地方大学の重要性）

〇将来にわたって活力のある日本社会を維持するためには、地方創生の実現が必要
〇地方創生の実現において、若者を惹きつける魅力的な産業・雇用の創出が重要
〇地方大学には重要な役割を果たすことが期待される

若者を惹きつける産業・雇用の創出と
魅力ある地方大学の重要性

地方創生の目指す将来像地方創生の基本目標

将来にわたって
「活力ある地域社会」の実現

人口減少を和らげる

地域の外から稼ぐ力を
高めるとともに、

地域内経済循環を実現する

人口減少に適応した
地域をつくる

「東京圏への一極集中」
の是正

稼ぐ地域をつくるとともに、
安心して働けるようにする

• 地域の特性に応じた、生産性が
高く、稼ぐ地域の実現

• 安心して働ける環境の実現

地方とのつながりを築き、地方
への新しいひとの流れをつくる
• 地方への移住・定着の推進
• 地方とのつながりの構築

結婚・出産・子育ての
希望をかなえる

ひとが集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的な地域をつくる

若者を惹きつける
魅力的な産業・雇用の創出

地域産業の競争力強化

やりがいのある・ワクワクする

しごと・雇用の創出

地方産業創生・若者雇用創出を支える
特定分野に強みを持つ地方大学の重要性

特定領域で強みを持つ
研究開発

地域ニーズに対応した
人材育成
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本交付金事業が目指す姿

○首長のリーダーシップの下、産官学連携による地域の中核的産業の振興や雇用創出と
大学改革を一体的に行う優れた取組を支援
○特定分野に強みを持つ地方大学づくりを進め、地域における若者の修学・就業を促進

大学

地方公共団体

産業界

中長期にわたる
地域全体の活力向上・持続的発展
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• 特定分野での研究力の向上

• 魅力的な教育環境づくり
（学生の獲得・育成）

• イノベーションを通じた
事業競争力の強化

• 事業戦略合致した
人材獲得/教育

• 地域としての
産業・雇用づくり

• 雇用・税収の増加
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本交付金事業の趣旨（大学改革のイメージ）

○特定分野に強みを持つ地方大学を実現するため、研究開発・教育のみならず大学改革が必須
○特定学問領域・研究分野における特色を出すためには、当領域に対する特区的な優遇措置
（重点投資対象の特別扱い）が求められる

“総花主義”からの脱却
優位性・競争力を

伸ばす分野に重点投資

“平均点主義”からの脱却

特定分野に強みを持つ
人材を育成

“自前主義”からの脱却
世界トップレベルの
パートナーとの連携

目指すべきこと求められる大学改革のイメージ 期待成果

＜大学にとって＞

大学の魅力・
競争力向上を通じて
学生、研究者、企業
を惹きつけられるガバナンス

改革

人材

• トップレベル研究者の招聘
• 若手研究者の育成・登用、テニュア化
• 人材流動性の向上（クロアポ等）
• ・・・・・・・

資金
• 対象研究領域への重点投資
• 財源の多様化（外部資金獲得力強化）
• ・・・・・・・

組織

• 本事業での大学改革の中期計画への織り込み
• 特例的な採用制度・評価基準
• 地域内外大学間の連携・リソース共有
• ・・・・・・・

部局
• 学部・学科の統廃合
• 新学部・学科・カリキュラムの創設
• ・・・・・・・

• 自主的・自律的な改革の実現
• ガバナンス体制・規則・運用方法の見直し
• ・・・・・・・

特色ある大学づくり（特定学問領域・研究分野の強化）
を実現するための人事、予算、制度等の特区的優遇装置
や新たな仕組みづくりが必要 ＜地方公共団体・企業に

とって＞

（自走体制構築により国費・
公費支援後も）

大学が地域産業を振興し
・人材を創出し続ける
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○申請者である地方公共団体に大学等における経費を含めて一定の補助率で交付
○地方公共団体における地方負担分がある他、大学等へは間接補助
○地域の産学官の取組であることから、国費（交付金）に加えて、産学からの相応の自己負担分
を確保するとともに、計画後半の自走化に向けた資金計画を立てることが求められる

内閣府 地方公共団体

○交付金の交付
○伴走支援

大学
（＋高専等）

事業者
※採択大学には、
文科省計上分を
措置（国立大学法

人運営費交付金及び

私立大学等改革総合

支援事業の内数。それ

ぞれの枠組みにおいて措

置）

交付金
(1/2, 2/3, 3/4)

○予算計上（間接補助金等を含む）
○事業実施（推進会議開催、公設試活用等）

間接補助等

①制度上、
地方が一定
額を負担

○事業実施（研究、人材育成等）

○事業実施（開発、販路開拓等）

金融機関

②地域の産
官学の自己
負担分を確
認
（自立性や産官
学連携の実効性
等の確認）

※地方負担については
地方財政措置を講じる

③計画後半は、地域の参画主体や金融
機関が資金や人材等の資源を拠出し自
走化（内閣府は引き続き、事業化等の
伴走支援）

○投融資、経営支援等
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○ 平成30年度：富山県、岐阜県、島根県、広島県、徳島県、 高知県、北九州市

○ 令和元年度：秋田県、神戸市

○ 令和４年度：函館市

○ 令和５年度：石川県、熊本県

○ 採択に当たっては、「地域における大学振興・

若者雇用創出事業評価委員会」において、

書面評価・現地評価・面接評価からなる

複層的な評価を実施

富山県
富山大学・富山県立大学

〔創薬・製薬〕

島根県
島根大学
〔特殊鋼〕

広島県
広島大学

〔輸送用機械器具〕

秋田県
秋田大学/秋田県立大学

〔輸送用機械・電機システム〕

北九州市
九州工業大学

〔産業ロボット〕

岐阜県
東海国立大学機構

（岐阜大学、名古屋大学）
〔航空宇宙〕

徳島県
徳島大学

〔光関連産業〕

高知県
高知大学・高知工科大学・

高知県立大学
〔施設園芸農業〕

神戸市
神戸大学

〔医療用機械器具〕

地方大学・地域産業創生交付金 事業概要

函館市
北海道大学
〔海面養殖〕

事業概要・目的

産業界等

地方公共団体

大学等

地域における
大学振興・若者雇用創

出推進会議

採択状況

○ 「地方大学・産業創生法」に基づき、首長のリーダーシップの下、デジタル技術等を活用し、
産業創生・若者雇用創出を中心とした地方創生と、地方創生に積極的な役割を果たすため
の組織的な大学改革に一体的に取り組む地方公共団体を重点的に支援

○ 地域産業創生の駆動力となり特定分野に圧倒的な強みを持つ地方大学づくりを進め、地域
における若者の修学・就業を促進

○ 10年間の計画を総理大臣が認定し、原則５年間交付金により取組を支援

○ 国費支援額の目安は、５千万円～７億円 ※国費95億円（R5年度予算)

熊本県
熊本大学
〔半導体〕

石川県
金沢工業大学
〔複合材料〕

※支援開始年度を記載
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